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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第76期

中間会計期間
第77期

中間会計期間
第76期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 (千円) 15,557,309 16,477,214 35,889,933

経常利益 (千円) 389,771 302,149 1,461,234

中間(当期)純利益 (千円) 297,666 212,896 1,062,473

持分法を適用した場合の
投資利益(△は投資損失)

(千円) △4,446 △7,518 11,139

資本金 (千円) 590,000 590,000 590,000

発行済株式総数 (株) 11,800,000 11,800,000 11,800,000

純資産額 (千円) 17,872,623 18,531,005 18,797,790

総資産額 (千円) 26,665,336 27,372,754 28,645,930

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) 26.71 19.10 95.35

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 35.00

自己資本比率 (％) 67.03 67.70 65.62

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 161,402 576,410 1,371,861

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △382,505 △825,770 △713,126

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △351,571 △408,441 △359,130

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 7,053,414 7,267,893 7,925,694
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式は、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上、普通株
式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

 

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が会

社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要な

リスクの発生および前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日において判断したものであります。

(1) 財政状態の状況

当中間会計期間末における総資産は、前事業年度末の28,645百万円に比べて1,273百万円減少し、27,372百万円

となりました。

 
 （流動資産）

当中間会計期間末における流動資産は、前事業年度末の18,197百万円に比べて1,909百万円減少し、16,287百万

円となりました。これは、未成工事支出金が844百万円、その他に含まれる仮払金が253百万円増加しましたが、

現金及び預金が657百万円、電子記録債権が440百万円、完成工事未収入金及び契約資産が1,886百万円減少したこ

とが、主な要因であります。

 
　（固定資産）

当中間会計期間末における固定資産は、前事業年度末の10,448百万円に比べて636百万円増加し、11,085百万円

となりました。

当中間会計期間末における固定資産のうち有形固定資産は、前事業年度末の6,237百万円に比べて30百万円減少

し、6,206百万円となりました。これは、資産を一部取得したものの、減価償却、除却により減少したことが、主

な要因であります。

無形固定資産は、前事業年度末の234百万円に比べて179百万円増加し、414百万円となりました。主な要因は、

基幹システムの構築によるソフトウェア仮勘定の増加によるものです。

投資その他の資産は、前事業年度末の3,977百万円に比べて487百万円増加し、4,464百万円となりました。これ

は、保有する株式の評価が下がったものの、新たな債券取得により投資有価証券が457百万円増加したことが、主

な要因であります。

 
当中間会計期間末における負債合計は、前事業年度末の9,848百万円に比べて1,006百万円減少し、8,841百万円

となりました。

 
　（流動負債）

当中間会計期間末における流動負債は、前事業年度末の9,395百万円に比べて1,069百万円減少し、8,325百万円

となりました。これは、未成工事受入金が539百万円増加しましたが、支払手形が242百万円、工事未払金が1,045

百万円、未払法人税等が247百万円減少したことが、主な要因であります。

 
　（固定負債）

当中間会計期間末における固定負債は、前事業年度末の453百万円に比べて63百万円増加し、516百万円となりま

した。主な要因は、役員退職慰労引当金と株式給付引当金の増加によるものです。

 
　（純資産）

当中間会計期間末における純資産合計は、前事業年度末の18,797百万円に比べて266百万円減少し、18,531百万

円となりました。これは、中間純利益を212百万円計上しましたが、配当金に係る利益剰余金が402百万円、その

他有価証券評価差額金が100百万円減少したことが、主な要因であります。

 

(2) 経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国の経済は、緩やかな回復の動きが続きました。物価高による実質賃金の低迷の
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影響により弱含みで推移していた個人消費には、所得環境の改善に伴い持ち直しの動きが見られ、インバウンド

需要も引き続き増加基調で推移していることに加え、企業の設備投資意欲は底堅く、堅調な企業収益等を背景に

持ち直しの動きが続いております。一方で、長期化するウクライナ問題や中東情勢の緊迫化など、世界情勢が不

安定化する中で、世界経済は引き続き後退リスクを抱えております。加えて、物価上昇を背景とした消費者マイ

ンドの悪化、実質購買力の低下による個人消費の落ち込みや、資機材価格の高騰、人手不足に伴う供給制約によ

る企業収益の悪化が、設備投資意欲低下に繋がる懸念もあるなど、先行きは不透明な状況が続いております。

このような経済環境のもと当社におきましては、前期より繰り越した手持工事高は19,040百万円（前年同期比

1,473百万円、8.4％増）で新事業年度を迎えました。東京都水道局関連工事や、集合住宅等の給排水衛生設備工

事が減少いたしましたが、集合住宅における給湯・暖房工事のほか、静岡ガス株式会社および東京電力パワーグ

リッド株式会社の設備投資計画に伴う工事やGHP（ガスヒートポンプエアコン）工事において大規模物件が多く完

成いたしました。

この結果、当中間会計期間における売上高は16,477百万円（前年同期比5.9％増）となりました。一方、利益面

では、ガス設備事業やガス導管事業において原価率の高い物件の完成が多かったことに加え、電設・土木事業に

おいて利益率の高い大規模物件の完成が減少したことにより営業利益は175百万円（前年同期比35.4％減）、経常

利益は302百万円（前年同期比22.5％減）となりました。また、中間純利益につきましては、前年度、投資有価証

券売却益34百万円を特別利益に計上したため、前年同期比28.5％減の212百万円となりました。

 
セグメント別の状況は次のとおりであります。

 
 (建築設備事業)

前期より繰り越した手持工事高は5,825百万円（前年同期比615百万円、11.8％増）で新事業年度を迎えまし

た。集合住宅等の給排水衛生設備工事が減少しましたが、集合住宅の給湯・暖房工事やGHP工事、リノベーション

工事（排水管ライニング工事を含めた改修工事）において大規模物件が完成したことに加え、工場施設関連の営

繕工事も好調に推移いたしました。この結果、売上高は2,451百万円（前年同期比24.1％増）、経常損失117百万

円（前年同期は255百万円の経常損失）となりました。

 
 (ガス設備事業)

前期より繰り越した手持工事高は3,232百万円（前年同期比33百万円、1.1％増）で新事業年度を迎えました。

LCS工事（戸建住宅の給排水設備工事）において、受注先における着工戸数が減少した影響で当社の受注も減少い

たしましたが、主力のガス設備工事が好調に推移したことに加え、ハイブリッド給湯器などの環境商材の拡販に

より戸建住宅における給湯・暖房工事や機器工事が堅調に推移した結果、売上高は4,716百万円（前年同期比

8.1％増）となりました。一方、利益面につきましては、主にガス設備工事において原価率の高い物件が多く完成

したことで、経常損失15百万円（前年同期は59百万円の経常利益）となりました。

 
 (ガス導管事業)

前期より繰り越した手持工事高は9,126百万円（前年同期比496百万円、5.8％増）で新事業年度を迎えました。

東京ガスネットワーク株式会社における設備投資計画に伴う受注は堅調に推移しているものの、繁華街や狭路な

ど施工条件が厳しい難工事が増加したことにより進捗率が低下し当中間会計期間の完成が減少いたしました。一

方で静岡ガス株式会社の設備投資計画に伴う工事において大規模物件が多く完成した結果、売上高は8,497百万円

（前年同期比2.1％増）となりました。一方で、利益面につきましては、一部の工種において利益率の低い大規模

物件が完成したことにより、経常利益は402百万円（前年同期比20.8％減）となりました。

 
 (電設・土木事業)

前期より繰り越した手持工事高は855百万円（前年同期比327百万円、62.0％増）で新事業年度を迎えました。

東京都水道局関連工事は、他工事との競合等の関係で現場の稼働が断続的であった影響により、当中間会計期間

の完成が減少いたしましたが、東京電力パワーグリッド株式会社の設備投資計画に伴う管路埋設工事において、

大規模物件が完成いたしました。この結果、売上高は777百万円（前年同期比10.1％減）となりましたが、利益率

の高い大規模物件の完成が減少したことにより、経常利益は26百万円（前年同期比64.1％減）となりました。

 
(3) 受注高、売上高、繰越高及び施工高
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項目 種類別
前期繰越高
(千円)

当期受注高
(千円)

計
(千円)

当期売上高
(千円)

次期繰越高

当期施工高
(千円)手持高

(千円)

うち施工高

割合
(％)

金額
(千円)

第76期
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

建築設備事業 5,210,110 3,255,591 8,465,701 1,975,710 6,489,991 14.9 968,394 2,434,735

ガス設備事業 3,199,042 5,055,770 8,254,812 4,363,820 3,890,992 18.0 698,521 4,593,506

ガス導管事業 8,629,640 9,005,989 17,635,630 8,320,181 9,315,448 14.7 1,373,036 8,751,304

電設・土木事
業

528,417 1,695,587 2,224,004 864,694 1,359,310 10.9 147,543 930,685

その他 － 32,902 32,902 32,902 － － － 32,902

合計 17,567,211 19,045,841 36,613,052 15,557,309 21,055,742 15.1 3,187,495 16,743,134

第77期
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

建築設備事業 5,825,602 3,118,109 8,943,711 2,451,968 6,491,742 15.5 1,008,474 2,864,021

ガス設備事業 3,232,780 5,568,317 8,801,097 4,716,680 4,084,417 17.0 695,831 4,937,437

ガス導管事業 9,126,498 8,807,527 17,934,025 8,497,761 9,436,264 13.9 1,312,284 8,571,531

電設・土木事
業

855,822 1,008,478 1,864,301 777,713 1,086,587 15.4 167,581 868,426

その他 － 33,089 33,089 33,089 － － － 33,089

合計 19,040,703 18,535,522 37,576,226 16,477,214 21,099,011 15.1 3,184,171 17,274,506
 

（注）１.前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含みます。従って、当期売上高にも当該増減額が含まれております。

 ２.次期繰越高の施工高は、手持工事高における支出金より推定したものであります。

 ３.セグメント間取引については、相殺消去しております。

 ４.その他は、工材販売手数料等であります。

 

(4) キャッシュ・フローの状況

  (現金及び現金同等物)

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、7,267百万円となりました。

 
  (営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間の営業活動による資金は576百万円の収入（前年同期は161百万円の収入）となりました。主な

プラス要因は、税引前中間純利益299百万円、減価償却費129百万円、売上債権の減少2,395百万円、未成工事受入

金の増加539百万円であり、主なマイナス要因は、未成工事支出金の増加844百万円、仕入債務の減少1,288百万

円、法人税の支払額312百万円であります。

 
  (投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間の投資活動による資金は825百万円の支出（前年同期は382百万円の支出）となりました。主な

プラス要因は、投資有価証券の売却による収入300百万円であり、主なマイナス要因は、無形固定資産の取得によ

る支出158百万円、投資有価証券の取得による支出902百万円であります。

 
  (財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間の財務活動による資金は408百万円の支出（前年同期は351百万円の支出）となりました。これ

は、配当金の支払額401百万円が主な要因であります。
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  (資本の財源及び資金の流動性に係る情報)

資本の財源については、収益力及び資産効率の向上によることを基本としており、健全な財務基盤、営業活動

で生み出されるキャッシュ・フローにより、通常に必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考

えております。

資金の流動性については、活動に伴う資金の需要に応じた現金及び現金同等物の適正額を維持することとして

おります。

また、突発的な資金需要に対しては、主要取引銀行と締結しているコミットメントライン契約を活用すること

で手許流動性を確保しております。なお、当中間会計期間の借入実行残高はありません。

 
(5) 重要な設備の新設等

当中間会計期間に変更のあった主要な設備の新設は次のとおりであります。

事業所名

(所在地)

設備の内容

（セグメント）

投資予定額

資金調達方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

 
本社

（東京都中央区）

 

社内基幹システム 360,000 280,500 自己資金 2022年3月 2025年3月 ―

 

　（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。

　　　　完成後の増加能力については、合理的に算出できないため記載しておりません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000 11,800,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は、
100株であります。

計 11,800,000 11,800,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年４月１日～2024
年９月30日

－ 11,800,000 － 590,000 － 1,909
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(5) 【大株主の状況】

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

城北興業株式会社 東京都渋谷区東２丁目５番38号 2,374 20.59

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目５番20号 1,062 9.21

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町７番18号 705 6.12

朝日生命保険相互会社 東京都新宿区四谷１丁目６番１号 624 5.41

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 570 4.94

株式会社ナガワ 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 499 4.33

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 400 3.47

株式会社アルファロード 東京都目黒区中目黒１丁目１番42号 394 3.42

株式会社日本カストディ銀行
（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 369 3.20

北　村　眞　隆 東京都大田区 355 3.09

計 － 7,354 63.79
 

(注)１．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

２．当社は「株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が当社株式

369,000株を所有しておりますが、自己株式には含めておりません。

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － 単元株式数は、100株であります

270,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

115,267 －
11,526,700

単元未満株式
普通株式

－ －
3,200

発行済株式総数 11,800,000 － －

総株主の議決権 － 115,267 －
 

（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式

　　　　　369,000株（議決権数3,690個）が含まれております。

２.「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式57株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社協和日成

東京都中央区入船
　　　　三丁目８番５号

270,100 ― 270,100 2.29

計 ― 270,100 ― 270,100 2.29
 

（注）１.「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式369,000株（3.13％）は、上記株式に含めておりません。

２. 2024年８月９日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、17,143株減少しておりま

す。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2024年４月１日から2024年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、藍監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)第95条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、中

間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,925,694 7,267,893

  受取手形 ※２  77,329 8,857

  電子記録債権 ※２  802,320 361,740

  完成工事未収入金及び契約資産 6,431,760 4,545,179

  未成工事支出金 2,468,285 3,312,929

  原材料及び貯蔵品 72,214 73,342

  その他 442,464 735,087

  貸倒引当金 △23,010 △17,514

  流動資産合計 18,197,059 16,287,514

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,141,762 3,074,165

   機械装置及び運搬具（純額） 2,096 1,972

   工具、器具及び備品（純額） 110,879 148,746

   土地 2,946,007 2,946,007

   リース資産（純額） 36,264 35,462

   有形固定資産合計 6,237,010 6,206,355

  無形固定資産   

   ソフトウエア 75,144 76,874

   ソフトウエア仮勘定 132,308 309,980

   その他 27,324 27,324

   無形固定資産合計 234,776 414,178

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,318,242 3,775,481

   その他 660,974 690,787

   貸倒引当金 △2,133 △1,562

   投資その他の資産合計 3,977,083 4,464,706

  固定資産合計 10,448,870 11,085,239

 資産合計 28,645,930 27,372,754
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 289,373 46,599

  工事未払金 5,162,918 4,117,473

  リース債務 14,474 14,306

  未払法人税等 348,892 101,824

  未成工事受入金 1,763,548 2,302,769

  賞与引当金 829,391 740,585

  工事損失引当金 － 22,853

  その他 986,505 978,887

  流動負債合計 9,395,105 8,325,299

 固定負債   

  リース債務 25,414 24,702

  退職給付引当金 159,315 143,466

  役員退職慰労引当金 149,230 171,233

  株式給付引当金 65,872 98,380

  資産除去債務 45,910 58,452

  その他 7,290 20,212

  固定負債合計 453,033 516,448

 負債合計 9,848,139 8,841,748

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 590,000 590,000

  資本剰余金 1,918 23,254

  利益剰余金 17,906,822 17,716,774

  自己株式 △568,426 △565,987

  株主資本合計 17,930,314 17,764,040

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 867,475 766,964

  評価・換算差額等合計 867,475 766,964

 純資産合計 18,797,790 18,531,005

負債純資産合計 28,645,930 27,372,754
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

売上高 15,557,309 16,477,214

売上原価 14,086,177 15,168,922

売上総利益 1,471,132 1,308,292

販売費及び一般管理費 ※  1,199,376 ※  1,132,671

営業利益 271,755 175,620

営業外収益   

 受取利息 3,085 4,497

 受取配当金 63,459 77,176

 受取手数料 6,839 10,464

 不動産賃貸料 11,940 20,340

 保険解約返戻金 22,319 819

 貸倒引当金戻入額 2,858 6,067

 雑収入 21,762 18,996

 営業外収益合計 132,265 138,362

営業外費用   

 不動産賃貸費用 3,424 7,009

 支払手数料 8,521 4,769

 雑支出 2,302 54

 営業外費用合計 14,249 11,833

経常利益 389,771 302,149

特別利益   

 投資有価証券売却益 34,765 －

 特別利益合計 34,765 －

特別損失   

 固定資産除却損 1,916 2,543

 特別損失合計 1,916 2,543

税引前中間純利益 422,620 299,605

法人税、住民税及び事業税 107,401 62,224

法人税等調整額 17,552 24,485

法人税等合計 124,953 86,709

中間純利益 297,666 212,896
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
　至 2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 422,620 299,605

 減価償却費 88,747 129,008

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,888 △6,067

 賞与引当金の増減額（△は減少） △66,003 △88,806

 株式給付引当金の増減額（△は減少） 33,587 32,508

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 50,462 22,853

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △26,403 △15,848

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △55,971 22,002

 受取利息及び受取配当金 △66,544 △81,674

 保険解約返戻金 △22,319 △819

 有形固定資産除却損 1,916 2,543

 売上債権の増減額（△は増加） 1,376,807 2,395,633

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,247,327 △844,643

 棚卸資産の増減額（△は増加） 6,121 △1,127

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 934,830 539,221

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,022,372 △1,288,218

 その他 △178,867 △309,128

 小計 226,395 807,044

 利息及び配当金の受取額 66,544 81,674

 法人税等の支払額 △131,537 △312,308

 営業活動によるキャッシュ・フロー 161,402 576,410

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △450,501 △70,335

 無形固定資産の取得による支出 － △158,096

 投資有価証券の取得による支出 △402,313 △902,344

 投資有価証券の売却による収入 429,435 300,000

 貸付けによる支出 △9,000 △1,000

 貸付金の回収による収入 5,621 3,439

 その他 44,253 2,566

 投資活動によるキャッシュ・フロー △382,505 △825,770

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △7,030 △6,900

 配当金の支払額 △344,540 △401,540

 財務活動によるキャッシュ・フロー △351,571 △408,441

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △572,675 △657,801

現金及び現金同等物の期首残高 7,626,089 7,925,694

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  7,053,414 ※  7,267,893
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【注記事項】

(追加情報)

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン 「株式給付信託（J-ESOP）」を導入して

おります。

 
１．取引の概要

本制度は、あらかじめ当社が定めた株式給付規定に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株

式を給付する仕組みであります。当社は、従業員に対し資格等級に応じたポイントを付与し、一定の条件により

受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式につい

ては、あらかじめ信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものであります。

 
２．信託に残存する自社の株式

当社は、信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価格により、純資産の部に自己株式として計上してお

ります。当該自己株式の帳簿価格及び株式数は、前事業年度末532,386千円、369,200株、当中間会計期間末

532,098千円、369,000株であります。

 

 
(中間貸借対照表関係)

　１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行とシンジケーション方式クレジット・ファシリティ契

約を締結しております。

当中間会計期間末におけるコミットメントに係る借入金未実行残高は次のとおりです。

 
前事業年度

(2024年３月31日)

当中間会計期間

(2024年９月30日)

コミットメントの総額 3,500,000千円 3,500,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 3,500,000千円 3,500,000千円
 

 

※２　中間会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末が金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形等が、前事業年度末残高に

含まれております。

 
前事業年度

(2024年３月31日)
当中間会計期間
(2024年９月30日)

受取手形 5,413千円 －千円

電子記録債権 21,241千円 －千円
 

 
 

(中間損益計算書関係)

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2023年４月１日

 至 2023年９月30日)

当中間会計期間

(自 2024年４月１日

 至 2024年９月30日)

従業員給与手当 385,739千円 321,583千円

賞与引当金繰入額 130,168千円 123,342千円

退職給付費用 21,197千円 15,828千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,410千円 22,002千円

法定福利費 92,206千円 80,328千円

減価償却費 24,482千円 30,617千円

株式給付引当金繰入額 33,587千円 9,930千円
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※　　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであ

ります。

 
前中間会計期間

(自 2023年４月１日

 至 2023年９月30日)

当中間会計期間

(自 2024年４月１日

 至 2024年９月30日)

現金及び預金 7,053,414千円 7,267,893千円

預入期間３か月超の定期預金等 －千円 －千円

現金及び現金同等物 7,053,414千円 7,267,893千円
 

 
 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前中間会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 345,381 30.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式に対する配当金11,079千円が含まれており

　　　ます。

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 402,944 35.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式に対する配当金12,922千円が含まれており

　　　ます。

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2024年７月11日開催の取締役会の決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式17,143株の処分を

行いました。この結果、当中間会計期間において自己株式が17,143株減少し、当中間会計期間末において自己株式

が565,987千円となっております。

 

EDINET提出書類

株式会社協和日成(E00189)

半期報告書

16/23



 

(持分法損益等)

 
前事業年度

（2024年３月31日）
当中間会計期間

（2024年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 241,269千円 241,269千円

持分法を適用した場合の投資の金額 464,674千円 456,703千円
 

     

 
前中間会計期間

(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

持分法を適用した場合の投資損失(△)の金額 △4,446千円 △7,518千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間会計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

計
調整額
(注)１

中間

損益計算書

計上額

(注)２
建築設備事業 ガス設備事業 ガス導管事業 電設・土木事業

 売上高        

　 一時点で移転される財 1,257,044 4,239,440 8,043,766 474,751 14,015,003 32,902 14,047,906

　 一定の期間にわたり移転
　 される財

718,665 124,379 276,415 389,942 1,509,403 － 1,509,403

　 顧客との契約から生じる収
　 益

1,975,710 4,363,820 8,320,181 864,694 15,524,406 32,902 15,557,309

　 外部顧客に対する売上高 1,975,710 4,363,820 8,320,181 864,694 15,524,406 32,902 15,557,309

　 セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － － － － － －

計 1,975,710 4,363,820 8,320,181 864,694 15,524,406 32,902 15,557,309

セグメント利益又は損失(△) △255,501 59,837 507,403 73,737 385,478 4,293 389,771

 

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額32,902千円であります。

 (2)セグメント利益又は損失(△)の調整額4,293千円は、各報告セグメントに配分していない損益でありま

す。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、中間損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当中間会計期間(自 2024年４月１日 至 2024年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

計
調整額
(注)１

中間

損益計算書

計上額

(注)２
建築設備事業 ガス設備事業 ガス導管事業 電設・土木事業

 売上高        

　 一時点で移転される財 1,376,897 4,562,648 8,168,943 465,456 14,573,946 33,089 14,607,035

　 一定の期間にわたり移転
　 される財

1,075,071 154,032 328,817 312,257 1,870,178 － 1,870,178

　 顧客との契約から生じる収
　 益

2,451,968 4,716,680 8,497,761 777,713 16,444,124 33,089 16,477,214

　 外部顧客に対する売上高 2,451,968 4,716,680 8,497,761 777,713 16,444,124 33,089 16,477,214

　 セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － － － － － －

計 2,451,968 4,716,680 8,497,761 777,713 16,444,124 33,089 16,477,214

セグメント利益又は損失(△) △117,377 △15,167 402,083 26,506 296,045 6,104 302,149

 

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額33,089千円であります。

 (2)セグメント利益又は損失(△)の調整額6,104千円は、各報告セグメントに配分していない損益でありま

す。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、中間損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

当中間会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

   １株当たり中間純利益 26円71銭 19円10銭

    (算定上の基礎)   

   中間純利益　　　　                (千円) 297,666 212,896

   普通株主に帰属しない金額          (千円) － －

   普通株式に係る中間純利益　　　    (千円) 297,666 212,896

   普通株式の期中平均株式数            (株) 11,143,400 11,148,539
 

(注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「株式給付信託(J-ESOP)」が保有する当社株式（前中間会計期間369,300株、当中間会計期間369,000株）

は、１株当たり中間純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。
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(重要な後発事象)

（自己株式の取得及び消却）

　　当社は、2024年11月7日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第165条第３項の規定により読み替え

て適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することおよびその具体的な取得方法、ならびに会

社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを下記のとおり決議しました。

 
１．自己株式の取得及び消却を行う理由

　株主還元の充実および資本効率向上などの資本政策遂行の一環として自己株式の取得を実施するものといたしま

す。

 
２．取得に係る事項の内容

（１） 取得対象株式の種類  当社普通株式

（２） 取得し得る株式の総数  800,000株（上限）

（３） 株式の取得価格の総額  1,016,000,000円（上限）

（４） 取得日  2024年11月８日

（５） 取得方法  東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による

   買付け
 

 
３．取得結果

（１） 取得した株式の種類  当社普通株式

（２） 取得した株式の総数  633,700株

（３） 株式の取得価格の総額  804,799,000円

（４） 取得日  2024年11月８日

（５） 取得方法  東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による

   買付け
 

 
４．消却に係る事項の内容

（１） 消却対象株式の種類  当社普通株式

（２） 消却する株式の総数  633,700株

（３） 消却予定日  2024年11月29日

（４） 消却方法  その他資本剰余金及びその他利益剰余金から減額
 

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月14日

株式会社協和日成

取締役会  御中

 

藍監査法人
 

                             東京都港区

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　林　新　太　郎  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富　所　真　男  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社協和日

成の2024年４月１日から2025年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社協和日成の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2024年11月７日開催の取締役会において自己株式を取得することお

よびその具体的な取得方法、ならびに取得した自己株式を消却することを決議し、自己株式を取得した。

当該事項は当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ
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れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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